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                          北京師範大学所得分配研究院執行院長・教授 
                                           李実 
 
2011年まで、中国経済は 10%前後の GDP成長率で急速な成長を遂げてきたが、2012
年には GDP成長率が 8%を下回り、2014年には 7.4%まで低下した。下向き圧力に直面す
る経済を回復させるには内需の拡大に重点を置くべきである。しかし、GDP に占める















2008 年までは上昇傾向を示しているが、2008 年の 0.491 をピークに、以後徐々に低下
し、2014 年には 0.468 となった。つまり、社会騒乱が多発する警戒ラインとされる 0.4
を上回っており、中国が危険水域に入っていることがデータで示されている。また、
「家計所得調査」のデータによって算出した中国のジニ係数は 2007 年の 0.49 から 2013
年の 0.45 へと低下した。そして、所得の最上位層と最下位層の間の格差も 2007 年の
25.2 倍から 2013 年の 21.7 倍へと縮小した。外国との比較では、中国のジニ係数は日本

























年と 2010 年の各階層の富の保有割合を計算した。2010 年の最上位層の富の保有割合




中国社会科学院が調査したデータを利用し、2002 年と 2010 年の全国住民の富の分配
























                           
社団法人大阪能率協会常任理事、順利包装集団董事（在上海） 
福喜多技術士事務所所長、東アジアセンター外部研究員 
                                         福喜多俊夫 
 








中国とアフリカとの本格的な協力関係は、2000 年 10 月に北京で開催された中華人民共
和国とアフリカ諸国との公式フォーラムである「中国・アフリカ協力フォーラム」（中
国語：中非合作论坛、英文：Forum on China–Africa Cooperation, FOCAC）に始まる。





   中国は 1960 年代からアフリカ援助を行っているが、中国とアフリカの経済が進展し
たのは 2000 年からで、そのきっかけが 2000 年 10 月に中国の呼びかけで開催された、
中国・アフリカフォーラムであった。中国・アフリカ協力フォーラムは 2000 年 10 月
を第 1 回として、その後 3 年おきに開催されている。 
 
  第 1 回：2000 年 10 月 10 日～12 日   中国・北京 
  第 2 回：2003 年 12 月 15 日～16 日   エチオピア・アジスアベバ 
       中国から温家宝首相、アフリカ諸国 44 カ国が出席。アジスアベバ行動計画
を採択 
  第 3 回：2006 年 11 月 3 日～5 日    中国・北京 
       中国・アフリカ発展基金が創設された。（中国政府が 10 億ドル拠出） 
  第 4 回：2009 年 11 月 8 日～9 日    エジプト・シャルム・エル・シェイク 
       シャルム・エル・シェイク宣言を採択、2010 年から 12 年までの行動計画を
発表 




       胡錦濤国家主席が今後 3 年間で 200 億ドルの低利融資を供与すると表明 
  第 6 回：2015 年 12 月 4 日～5 日     南アフリカ・ヨハネスブルク 
            習近平国家主席、南アフリカのジェイコブ・ズマ大統領が共同議長を務め、国
家元首と首脳 42 名、ドラミニ・ズマ・アフリカ連合委員長を含む、フォーラ




が 1993 年に日本の主導で開催された。5 年に 1 回、これまで 5 回開かれており、前回の
横浜会議にはアフリカの 51 カ国が参加、首脳クラスの出席は 39 カ国に上った。この時
アフリカから次回からは日本とアフリカで交互に開催すること、3 年に 1 回開催するこ
とが提案され、次回の第 6 回は 2016 年 8 月下旬にケニアで開催される予定となってい
る） 
      
２．中国のアフリカ協力の変遷 
   中国のアフリカ援助は 1960 年代後半に建設が決まったタンザニアとザンビア間の鉄
道援助から徐々に増加しているが援助額としては先進国に比べて少ない。アメリカン大
学国際関係学部デボラ・ブローティガム教授によれば（朝日新聞グローブ 2015 年 12 月
24 日）、2007 年のアフリカへの ODA の金額は米国 76 億ドル、仏 49 億ドル、英 28 億ド
ル、日本 27 億ドル、独 25 億ドル、中国 14 億ドルとなっている。 
   援助額は小さいが大きいのは貿易と投資で、中国外務省によれば 2014 年の中国とア








アフリカフォーラム（2012 年 7 月）あたりから、アフリカ諸国民を意識した宣伝活動を
強化し、「中国とアフリカの間には歴史が始まって以来今まで紛争は一度もなかった」





   中国は第 5 回フォーラムから、これまでの二国間協力からアフリカ連合（AU、アフリ
カ 54 カ国・地域が加盟）との連携を強める動きを見せており、2015 年にはアフリカ連




   中国国際問題研究院の王洪一副研究員によると、中国・アフリカ協力は現在、従来の
分野にとどまることなく、生産能力協力や教育訓練、農業近代化、衛生、環境、人文交
流、安全協力など新たな分野へと不断に拡大している。双方の共同努力の下、中国・ア
フリカの「新型協力」は現在、全方向・他分野で展開されつつある。（中国網 12 月 5 日
付） 
 
３．第 6 回中国・アフリカフォーラムの話題 
習近平国家主席は第 6 回中国・アフリカ協力フォーラム首脳会議の開幕式で挨拶に立
ち、中国とアフリカの全面的な戦略パートナー関係の構築を推進するため、これから










































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
7 月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8 月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9 月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10 月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11 月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4 -9.3 2.3 14.2 14.2 
12 月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
2014 年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
1 月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2 月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3 月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4 月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5 月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6 月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7 月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8 月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9 月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10 月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11 月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12 月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015 年             
1 月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2 月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3 月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4 月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5 月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6 月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7 月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8 月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9 月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
10 月  5.6 11.0 1.3 9.3 616 ー7.0 ー19.0 2.5 2.9 13.5 15.6 
11 月  6.2 11.2 1.5 10.8 541 －6.8 －8.9 27.7 0.0 13.7 15.3 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
